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平成１９年１月３１日 

 

大阪市国民保護協議会（第３回） 会議録 

 
（事務局：千福危機管理室長） 

 それでは定刻になりましたので、ただ今から大阪市国民保護協議会を始めさ

せていただきたいと思います。私は、本日の司会を務めさせていただきます、

大阪市危機管理室長の千福でございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 開会に先立ちまして、委員の出席状況につきましてご報告させていただきます。 

 本協議会は、大阪市国民保護協議会条例第４条第２項に基づきまして、会議の

成立には過半数の委員の方々の出席が必要となります。本日、委員総数３６名

のうち、本日は３５名の方のご出席をいただいておりますので、本協議会が有

効に成立しておりますことを、まず報告申し上げます。 

 続きまして、本日の協議会の運営要項第２条の規定に基づきまして、公開で行

われることとなっております。 

現在のところ傍聴されておられる方はおられません。 

 また本日、本協議会の会長でございます關大阪市長が、急にどうしても外せ

ない公務が入りましたために、たいへん恐縮ではございますが、欠席させてい

ただいております。従いまして、本日の協議会は、協議会条例第 3 条の規定に

基づきまして、市長から会長の職務代理の指名を受けております、本市助役の

井越委員が会長の代理を務めさせていただきます。 

 それでは、ただ今から、大阪市国民保護協議会を開会いたしたいと思います。 

開会に当たりまして、井越会長代理よりご挨拶をお願いいたします。よろしく

お願いします。 

 

（会長代理：井越助役） 

 ただ今司会のほうから申しましたように、代行を務めさせていただきます助

役の井越でございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。本日は大変お忙

しいところ大阪市国民保護協議会にご出席をいただき、誠にありがとうござい

ます。また皆様方には平素から防災並びに危機管理行政の推進をはじめ大阪市

政の各般に当たり、格別のご理解とご協力を賜わり心から厚く御礼を申し上げ

ます。 

武力攻撃やテロといった事態は決してあってはならないことでありますが、

万が一の場合に市民の生命と財産を守るためにあらかじめしっかりした計画を

作成し、平素から万全の備えをすることが本市としての責務でございます。 

昨年５月に本協議会を設置し、これまで２回の協議会と３回の企画部会、２
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回の幹事会を開催し、皆様方から貴重なご意見等をいただいてまいりましたが、

本日はいよいよ大阪市の国民の保護に関する計画に関し、市長に対して行う答

申について決定をしてまいりたいと考えております。 

委員の皆様にはそれぞれのお立場から忌憚のないご意見を賜わりますようお

願い申し上げまして、開会のご挨拶といたします。どうぞよろしくお願いいた

します。 

 

（事務局：千福危機管理室長） 

 ありがとうございました。 

 それでは、議事に入ります前に、お手元にお配りをいたしております資料の

確認をさせていただきます。 

上から順に、「協議会次第」「配席図」「配付資料一覧」でございます。 

「資料１ 大阪市国民保護協議会構成名簿」 

「資料２ （仮称）大阪市国民保護計画（素案）に関するパブリック・コメン

トの実施結果について」 

「資料３ 『避難実施要領のパターン』のイメージ」 

「資料４ 国民保護法（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関

する法律）（抜粋）」 

「資料５ 大阪市国民保護計画（案）」 

「資料６ （仮称）大阪市国民保護計画（素案）からの主な変更点等について」 

「資料７ （案）大阪市の国民の保護に関する計画について（答申）」 

「資料８  大阪市の国民の保護に関する計画について（諮問）」 

「資料９  大阪市国民保護計画リーフレット（原案）」 

「資料 10  計画策定スケジュール（案）」 

 以上、１３種類でございます。 

お手元の資料に過不足などございましたら、お申し付けいただきたいと思いま

す。 

 よろしいでしょうか。それでは、次に進めさせていただきます。 

 まずお手元の資料１、「大阪市国民保護協議会構成名簿」をご覧いただきたい

と思います。 

 昨年９月２２日に開催をさせていただきました第 2回の協議会以降、名簿の

番号で申しますと６番に当たりますが、近畿地方整備局の局長が代わられまし

て、局長 布村 明彦様が新たに委員に就任されておりますのでご報告申し上

げます。 

 事務局からの説明は以上でございまして、これより議事審議をお願いいた

したいと思いますが、本大阪市国民保護協議会の議長は、大阪市国民保護協
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議会条例第 4条第 1 項の規定によりまして、大阪市国民保護協議会の会長が

議長となると定められております。本日は井越会長代理に、議長をお願いい

たしたいと存じます。 

 それでは、よろしくご進行をお願い申し上げます。 

 

（議長：井越助役） 

 それでは、大阪市国民保護協議会条例に基づきまして、私がこの会議の進行

を務めさせていただきます。 

 まず、議題（１）の「大阪市国民保護計画（案）について」につきまして、     

企画部会においてご審議いただきました経過並びにその結果につきまして、林

部会長からご報告をお願いいたします。また、企画部会全体を通してのまとめ

などもございましたら、併せてよろしくお願いいたします。 

 

（林委員） 

 それでは、企画部会におきます審議の経過と、その結果についてご報告をさ

せていただきたいと思います。まず審議の経過でございますけれども昨年９月

に第２回の協議会が行われまして、そこで承認をいただきました計画の（素案）

について１０月にパブリック・コメントを実施していただきました。その結果

を基に１２月１１日に第３回の企画部会を開催いたしまして、パブリック・コ

メントの結果を踏まえて計画案の審議をさせていただきました。 

この会議では、まず冒頭に審議の参考とさせていただくために日本赤十字社

大阪府支部の神谷事業課長のほうからジュネーブ条約を中心とした国際人道法

についてのご講演をいただきまして、人権に対する認識を新たにさせていただ

きました。 

続きましてパブリック・コメントの実施結果について事務局からご報告がご

ざいました。これについては後で、事務局のほうからご説明をしていただきま

す。 

そのご説明を承った上で、事務局からご提示いただいた「（仮称）大阪市国民

保護計画（案）」について審議を行いまして、これにつきましても具体的なもの

は後ほど事務局からお話をいただきます。 

ここではその際の、主だった議論の中身のご紹介というのを２つほどさせて

いただきたいというふうに思います。 

 

第一は、計画案にございました朝鮮籍にかかわる補足説明についての議論を

いたしまして、まず外国人登録人口の記述というのが計画案の中にございまし

たが、その記述を見てまいりますと、「国籍（出身地別に見ると韓国、朝鮮が以
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下･･･云々）と記載されている箇所がございます。ここに関してですが、北朝鮮

のミサイルの問題との関連から朝鮮籍の方の位置づけを正確に理解するために

補足説明を加えてはどうかというご意見をいただきました。 

それに関して部会のほうで議論をいたしましたところ、一つはいろんな事情

を考慮していただいて、本文の記述にすでに国籍に加えて出身地というキーワ

ードが埋め込まれていること、さらに、現在の各国の情勢を越えて人の命を守

るという方向性で計画をまとめるのが良い、というご意見をいただいたという

ことがあります。それらのご意見を踏まえまして、部会としては特定の国につ

いて計画の中で明示することはせずに、事実を淡々と記述するということで、

原案の記述通りということにさせていただきました。 

 

もう一つ議論をさせていただきました点は、大阪府の国民保護計画とこの大

阪市の国民保護計画の関係、あるいは市の計画の独自性というようなことにつ

いてのご議論がございました。これはパブリック・コメントの中にも、「大阪府

の計画と大阪市の計画の違いは何か」あるいは「計画の中で大阪市が全国で基

本的にやっている措置、加えて独自にとっている措置はあるのか」という質問

があったことを踏まえてでございます。 

これに関しては、まず事務局のほうから大阪府の計画と大阪市の計画は一部

違っている部分がある。それは府の計画というのは、国から指示を受けて、そ

れを市町村に通知するという性格が主となっていることです。それに対して市

の計画は直接市民に接するという市の役割があって、少しニュアンスの差があ

るというご説明がありました。 

それから大阪市の計画の場合には具体的な事態対策への実効性を高めるため

に別途実施マニュアルを今後作成していくことを明示している点、あるいは武

力攻撃事態というよりも、もっと確率が高いと考えられる緊急事態への対処と

いうのを重視しているというような特徴がある、というご説明をいただきまし

た。 

さらに、それに加えまして、大阪の特徴にもなりますけれど、大阪の場合に

は各自治会単位に赤十字奉仕団が組織されておられます。この赤十字奉仕団は

同時に地域振興会の機能も兼ねておられまして、この２つが看板の裏表のよう

な形でいろいろ活動していただくのですけれど、他の地域での赤十字奉仕団の

活動よりは、大阪市では地域振興会というお名前で今回いろいろ書かせていた

だきましたところがありまして、その関係を明らかにする、あるいは整理する

といった主旨の議論をいたしました。むしろこれは大阪の方にとっては当たり

前のことなのかもしれませんが、他の地域から見れば、地域全体が赤十字奉仕

団に加入していること自体が大変特異な例でございまして、これは大阪がもっ
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ているある種の利点ということで、文言としては明示されていませんが、計画

の実効性を支える力になるのではないかという認識を共有させていただいたと

いうような経緯がございました。 

それで、最後のところですが、部会としての結論というところで以上のよう

な議論を踏まえまして、当日事務局のほうからご提示いただきました計画案を

企画部会の案として今日ここにご報告するということでご了承をいただいた次

第であります。 

 

 それから、会長代理のほうから少しまとめをということですので、お言葉に

甘えさせていただきまして３点、この企画部会の議論を通じて感じたことをご

紹介させていただきたいと思います。 

 

第１点は大阪府の計画が持っている標準性といったらいいのかもしれません

が、先ほどのご議論の中にもございましたように大阪市の独自性は何かという

議論はよくあるのですが、この国民保護計画のそもそもを考えていただきます

と、いつ、どこで、何が起こるかわからない、そういう状況に対して国として

はきちっとした対応をしたいというのが根本にございまして、それを踏まえて、

昨年、全都道府県が国民保護計画を策定され、そして本年度は全市町村が国民

保護計画を策定しているということになります。 

 で、この２年をかけまして日本の全部の地方自治体で国民保護の体制という

のは整うというのが基本でございますので、そういう意味で言えば、大阪市の

独自性を強調するあまり他の地域からの応援、あるいは都道府県からの支援が

得られにくいものになっては本末転倒でございますので、そういう意味では計

画がどこに行っても理解され、あるいは適用できる意味での高い標準性がある

ということが、計画の第一義的な重要性だと認識しておりますけれども、それ

が実現されたというふうに私どもは理解をしてございます。 

 それから、独自性がまったくないのかというと、そういうわけではございま

せんで、第２点でございますが、人権ということに対して非常に行き届いた配

慮を文言の上で実現できたのではないかと思っている点がございます。３回の

議論の中では委員の皆さんから活発にご議論をいただきまして、国籍や出身地

などで差別されることなく、大阪におられる市民の皆さん、あるいは大阪に来

てくださっている方たちを危険な状態から保護するという主旨を実現するため

にどういうふうにしたらいいのかということについて、細かい文言の上での配

慮ができたというふうに思います。文言だけではなくて、もちろん実行につな

がっていくわけですが、概念規定という面でも整理ができたというふうに思い

ます。 
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それから、前回、神谷事業課長からわざわざご講演をいただいたように、国

際人道法としての取り扱いについても整合的な計画になっているというふうに

理解をしております。一見、目立たないような箇所ではございますけれども、

そういった言葉の端々に十分な配慮がされた計画になっているというふうにも

自負しております。 

それから、３つ目の特徴は先ほどもちょっと触れさせていただきましたが、

「この計画ができたから国民保護は終わり」というのではございませんで、あ

る意味ではあくまでも一里塚、「今回計画の文言で整理をさせていただいたもの

の実効性をどうやって確保していくのか」というのが来年度以降の大きなテー

マになろうかと思っています。そのためには、業務の実効性を確保するための

マニュアルの作成であるとか、関係各組織の皆さんの理解を深めるため、ある

いは連携の実を上げるための研修・訓練でありますとか、あるいは市民のみな

さんにまだまだよく知られていない、あるいは誤解も多いと思いますので、広

く市民の皆さんへの啓発ということが必要となっております。 

それの基礎をなす計画が今回できたというふうに思っている次第でございま

す。以上、３点付け加えさせていただいて企画部会のほうからの審議経過とそ

の結果、並びに全体を通しての感想ということでご報告させていただきたいと

思います。以上です。 

 

（議長：井越助役） 

 ありがとうございました。ただ今の林部会長からのご報告に対し、何かご質

問などがございましたら、ご発言をお願いしたいと思います。 

 よろしいでしょうか、特段ご意見等がなければ、続きままして事務局より、

昨年１０月に実施いたしました計画素案に関するパブリック・コメントの実施

結果について報告をお願いしたいと思いますが。 

 

（事務局：内藤住民保護企画担当課長） 

大阪市危機管理室住民保護企画担当課長の内藤でございます。どうぞよろし

くお願いいたします。 

それでは、計画素案に関するパブリック・コメントの実施結果につきまして、

ご報告申し上げます。 

 お手元の「資料２（仮称）大阪市国民保護計画（素案）に関するパブリック・

コメントの実施結果について」をご覧いただきたいと存じます。 

 昨年９月２２日に開催させていただきました第２回協議会におきましてご

承認いただきました計画素案に関しまして、広く市民の皆様からご意見等をい

ただきますため、大阪市の「パブリック・コメント手続に関する指針」に則り
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まして、パブリック・コメントを実施いたしました。 

 

 まず、「実施の概要」でございますが、意見の募集期間といたしましては、平

成１８年１０月２日から１１月１日までの１ヶ月間、計画素案の配布・閲覧場

所といたしましては、市役所、各区役所、公文書館、大阪市サービスカウンタ

ー、これらの場所に計画の素案本文と概要版を配置いたしますとともに、本市

のホームページにもそれらを掲載いたしました。 

 意見の募集方法といたしましては、電子メール、郵送又はファックス、ある

いは危機管理室に直接提出していただくかのいずれかの方法によりまして、書

面により募集いたしました。 

 

 次に、「意見の提出状況」でございますが、ご意見を提出していただきました

方は５名で、その提出方法といたしましては、電子メールが２名、郵送が２名、

ＦＡＸが１名でございました。 

 また、意見の項目数といたしましては、全部で９項目ありまして、その内訳

といたしましては、「計画の策定に関する意見」が３項目、「計画の内容に関す

る意見」が５項目、「その他の意見」が１項目でございました。 

 

 ２ページをご覧いただきたいと存じます。「３．意見の要旨及びそれに対する

本市の考え方」でございますが、２ページ以降に、ご意見の要旨とそれに対す

る本市の考え方を、項目ごとに記載させていただいています。 

まず、「（１）国民保護計画の策定について」でございますが、これは、国民

保護計画の策定そのものに対するご意見でございまして、２ページにございま

す①②の意見と、３ページにございます③の、３つのご意見がございました。

なお、①と②は別の方からのご意見でございますが、「本市の考え方」との関係

から、まとめて記載させていただいております。 

 まず、①でございますが、ご意見といたしましては、「戦争が起こらないこと

が第一である。しかし、民主主義の選挙で選ばれた行政の責任者には備える

責任がある。」というもの。 

 一方、②でございますが、「計画の作成に反対である。この計画は、市町村レ

ベルで戦争協力体制を作り上げるためのものである。」というものでございます。 

 これらに対する「本市の考え方」といたしましては、その下に記載させて 

いただいておりますように、「武力攻撃や大規模テロなどは、決してあっては

ならないものであり、国の外交努力が何より重要であるが、万が一の場合に

備えて、国民保護法が制定され、市町村長は計画を定めて、「避難」、「救援」、

「災害対処」に関する措置などを実施することとされています。本市として
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は、市民の生命、身体、財産を保護するという本市の責務を果たすため、同

法に基づき本計画を策定し、平素からの備えに努めるものです。」とさせてい

ただいております。 

 

 次に３ページをご覧いただきたいと存じます。２ページと同じく、計画の策

定そのものに対するご意見といたしまして、「武力に頼らず外交努力によって平

和に貢献することが憲法の求めるところである。計画の作成そのものが戦争準

備の一歩であり、作成を中止するよう求める。大阪市は世界の各都市と交流を

深めることで平和に貢献してほしい。」というものでございます。 

 それに対して、まず、１つ目から３つ目までの段落につきましては、前のペ

ージでご説明したとおりでございます。 

 また、４つ目の段落のところでは、平和への貢献に関しまして、「本市では、

平成 7 年に「平和都市宣言」を行い、平和の実現や非核三原則についての本市

の姿勢や考え方を既に明らかにしており、今後とも、「平和都市宣言」に基づき、

市民一人ひとりに平和の尊さを伝え、広く人々に平和を希求する心がはぐくま

れますよう、さまざまな施策・事業を推進してまいります。」とさせていただい

ております。 
 

 次に４ページをご覧いただきたいと存じます。「（２）防災等の取組みとの関 

係」につきまして、「地域での既存の取組みはボトムアップ的であるが、本計画

素案ではトップダウン方式である。ゆえに「地域防災計画等に基づく取組みの

蓄積の活用」の記述は削除すべきである。」というご意見でございます。 
 それに対しましては、「自然災害等と武力攻撃等による災害では、発生原因の

違いにより、その対応が異なるところがあるものの、緊急事態に市民の生命、

身体、財産を保護する対応ということでは同じであり、武力攻撃事態等への対

処にあたっても、例えば、防災行政無線の活用など、防災等の取組みの蓄積が

活用できる部分がある。また、大規模テロなどは、国から指示がある前の段階

においても、本市としては、地域防災計画等に基づき迅速に対処することとし

ている。こうしたことから、本計画素案において基本方針として、「地域防災計

画等に基づく取組みの蓄積の活用」を掲げています。」とさせていただいており

ます。 
 

 次に５ページをご覧いただきたいと存じます。「（３）避難方法」について、 

「武力攻撃を大規模災害と捉えているのではないか。戦闘地域からの避難方法 
が最も重要である。」というご意見でございます。 
 それに対しましては、「武力攻撃等による災害と大規模災害では、避難方法が
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異なり、さらに、武力攻撃や大規模テロにおいても、その態様や攻撃の手段な

どによって避難方法が異なると考えています。想定される事態における具体的

な対応を、すべて本計画に盛り込むことは困難であるため、計画には、保護措

置等の実施に関する基本的な枠組みを定めるものとし、事態の態様や攻撃の手

段などに即した避難方法等については、計画策定後に、「避難実施要領のパター

ン」の中で定めてまいります。」とさせていただいております。 

 この「避難実施要領のパターン」と申しますのは、緊急事態が発生したとき

に、すばやく「避難実施要領」を作成するために、想定される事態のタイプご

とに、あらかじめ作成しておく「避難実施要領のひな形」のようなものでござ

います。 

 恐れ入りますが、お手元の『資料３「避難実施要領のパターン」のイメージ』

をご覧いただきたいと存じます。 

 これは、消防庁が作成した資料の中から、ご参考としまして、３つの「避難

実施要領のパターン」の例を抜粋したものでございます。 

１ページから「弾道ミサイル攻撃の場合」のパターン、３ページから「ゲリ

ラ・特殊部隊による攻撃の場合」で、「昼間の都市部における突発的な攻撃の場

合」のパターン、５ページから、同じく「ゲリラ・特殊部隊による攻撃の場合」

で、「都市部における化学剤を用いた攻撃の場合」のパターン、 
でございます。 
 このように、想定される事態のタイプごとに作成した「ひな形」の一つひと

つを「避難実施要領のパターン」と呼んでおります。 

 なお、「避難実施要領のパターン」の作成につきましては、想定される事態を

念頭に置いて作成する必要がございますことから、本計画の策定後、具体的な

実施手順などについて別途定めます、仮称でございますが「実施マニュアル」

と併せて検討しまして、緊急性の高いと考えられる事態から順次、作成してま

いりたいと考えております。 

 

 恐れ入りますが、「資料２」にお戻りいただきまして、６ページをご覧いただ

きたいと存じます。「（４）避難における車両の使用について」でございますが、 

「避難の妨げとなる道路上の車両の通行禁止及び車両での避難の禁止が欠落し 

ている。」というご意見でございます。 
 それに対しては、まず、前のページでご説明申し上げましたように、「事態に

応じた避難のあり方については、本計画の策定後に、「避難実施要領のパターン」

の中で定めることとしている。また、「資料４」にございますように国民保護法

第１５５条では、交通規制については、都道府県の公安委員会が実施すること

とされておりますが、本市としても、特に必要があると認めるときは警戒区域
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を設定し、区域内への立ち入りを制限又は禁止することを、本計画素案に記述

している。また、避難における自家用車等の使用の可否については、避難の実

施に関して検討すべき重要な項目であるので、必要に応じて、「避難実施要領の

パターン」の中で定めてまいります。」とさせていただいております。 
 

 次に７ページをご覧いただきたいと存じます。「（５）核攻撃の場合の避難に

ついて」でございます。「核攻撃の場合、地下鉄をシェルター替わりに使用する

こと、また、そのためにどうするかなどの実施計画が欠如している。」というご

意見でございます。 

 それに対してましては、前のページでご説明させていただきましたとおり、

「事態に応じた避難のあり方については、本計画の策定後に、「避難実施要領の

パターン」の中で定めることとしています。「避難実施要領のパターン」の作成

にあたっては、核兵器が使用される恐れのある弾道ミサイル攻撃などの場合の

避難方法等に関して、国の基本指針などを踏まえ、地下駅舎等の地下施設への

避難についても定めてまいります。」とさせていただいております。 
 
 次に８ページをご覧いただきたいと存じます。「（６）過去の経験を踏まえた

備えについて」、「「備え」については、広島の事実など、過去の経験から議論

されるべきである。」というご意見でございます。 

 それに対しましては、「まず、弾道ミサイル攻撃の場合の避難など、事態に応

じた避難のあり方については、本計画の策定後に、国の基本指針などを踏まえ、

「避難実施要領のパターン」の中で定めてまいります。・また、核シェルターな

どについては、市町村が独自に対応することは困難であると考えており、国民

保護法第１５０条では「政府は、避難施設に関する調査・研究を行うとともに、

その整備の促進に努めなければならない。」と規定されていることから、国の動

向を注視してまいりたい。」とさせていただいております。 

 

 次に９ページをご覧いただきたいと存じます。「（７）ジュネーヴ条約の周知」

について、「この計画を作る前に、ジュネーヴ条約を市民に周知徹底させてほし

い。」というご意見でございます。 

 それに対しましては、「まず、条約の国民への周知については、外交事務とし

て外務省において実施されています。また、本市としては、先ほど３ページの

「平和への貢献」のところでご説明申し上げました「平和都市宣言」などに基

づいて、国際平和人権都市大阪づくりを進めてまいります。なお、本計画素案

においては、保護措置従事者の適切な対応を確保するために、本市職員の研修

に当たっては、ジュネーヴ条約に関する知識等について研修の内容とすること
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としています。」とさせていただいております。 
 なお、この「意見の要旨」の冒頭に「戦時には軍隊である自衛隊と行動を共

にすると攻撃対象となり」という部分に関連して、国会での議論がございまし

たのでここでご紹介させていただきたいと存じます。 

 武力攻撃事態等における自衛隊による避難住民の誘導につきましては、国民

保護法に定めがございますが、昨年６月に提出されました衆議院の「国民保護

法に関する質問主意書」では、「戦時に自衛隊が住民の避難誘導にあたることは、

住民が攻撃の巻き添えになるのを防ぐため、戦時に軍と民を厳密に区別する国

際人道法の原則に反するのではないか」という質問がなされております。 

 これに対しまして、政府の答弁書では、「軍事組織が住民の避難誘導に当たる

としても、これが軍事行動から生じる危険から住民を保護することを目的とし

たものであることを踏まえると、このような活動が、直ちに国際人道法に反し

ているとは言えない」とされております。 

 こうした議論を踏まえまして、法律の規定並びに国の見解に基づきまして、

本計画案を作成させていただいております。 

 

 以上で、計画素案に関するパブリック・コメントの実施結果についてのご報

告を終わらせていただきます。 

 

（議長：井越助役） 

 ただ今の事務局からの説明に対し、何かご質問、ご意見などがございました

ら、ご発言をお願いいたします。よろしいでしょうか。 

それでは続きまして、「大阪市国民保護計画（案）」について、事務局から説

明をお願いします。 

 

（事務局：内藤住民保護企画担当課長） 

 それでは、「大阪市国民保護計画（案）」についてご説明申し上げます。 

 お手元の「資料５ 大阪市国民保護計画（案）」をご覧いただきたいと存じま

す。 

 先ほどご報告させていただきましたとおり、パブリック・コメントでいただ

きましたご意見に基づきまして、「計画素案」の本文を修正する箇所はございま

せんでしたため、第３回企画部会でご承認いただきました「計画案」の内容は

「計画素案」と同じものでございました。 

 その後、各機関に意見照会させていただきまして、頂戴したご意見等に基づ

きまして「計画素案」に修正を加えましたものが、お手元の「計画案」でござ

います。 
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 したがいまして、この「計画案」の内容のご説明といたしまして、「計画素案」

から変更した主なものにつきましてご説明申し上げます。 

 

 「資料６（仮称）大阪市国民保護計画（素案）からの主な変更点等について」

をご覧いただきたいと存じます。 

 まず、１の「市の地理的、社会的特徴」の中の「常住人口」に関する記述に

ついてでございますが、平成１７年国勢調査の「確定値」が公表されましたこ

とから、記述を「速報値」から「確定値」に修正させていただいております。 

 ２の「自動車保有台数」に関する記述でございますが、該当する統計データ

に補正が生じましたことから、それぞれの台数、並びに合計の台数を修正させ

ていただいております。 

３の「鉄道」に関する記述でございますが、昨年１２月の地下鉄今里筋線の

開業によりまして、路線数及び駅数が増加しましたこと、並びに、駅数の計上

方式を変更したことにより、記述を修正させていただきますとともに、路線図

を新しいものに差し替えさせていただいております。 

４の「緊急対処事態への対処にあたっての留意事項」に関する記述でござい

ますが、第２編第５章に定める「市民生活の安定」に関する措置のすべてが、

緊急対処事態に準用されないのではなく、事態が長期にわたることを前提とし

た措置に関して準用されないということについて、素案ではわかりにくい記述

になっておりましたので、誤解が生じないように記述を修正させていただいて

おります。 

 ５の「現地調整所」に関する記述でございますが、現地調整所に参加する「関

係機関」といたしましては、大阪市以外の機関を指しておりますことから、素

案では、市の対策本部長が、市以外の機関の活動を調整するような記述になっ

ておりました。そこで、「関係機関」の部分を「市及び関係機関」と修正させて

いただいております。また、同様に、「関係機関の代表者」としました場合、本

市の組織である「消防」の代表者が外れてしまいますことから、「関係機関」を

「各機関」と修正させていただいております。 

 

 次の２ページをご覧いただきたいと存じます。 

 ６の「現地調整所のイメージ図」の箇所でございますが、現地調整所に参加

する機関といたしまして、本文では、「府、府警察、海上保安監部、自衛隊、医

療機関『など』」としておりますが、イメージ図では、６つの機関に限定されて

いるよう見えますことから、参加機関については「例示」であるということが

わかりますように、「現地調整所の組織編成『例』」」という「見出し」を追加さ

せていただいております。 
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 ７及び８につきましては、「被災者の救援」や「避難者の誘導」などの表現に

つきまして、法令の記述に合わせまして、「避難住民等の救援」や「避難住民の

誘導」とする等、表現を統一させていただいております。 

 ９の「自衛隊の部隊等の派遣要請の求め等」に関する記述でございますが、

本年１月の防衛省設置法の施行によりまして、「防衛庁長官」を「防衛大臣」と

修正させていただいております。 

 １０の「大阪府に自衛隊の派遣要請の求めを行った際に、自衛隊に対してそ

の旨を伝えること」が事実行為として行われることを表しますため、「通知」と

いう文言を「連絡」に修正させていただいております。 

 

次の３ページをご覧いただきたいと存じます。 

 １１の「他の市町村への応援の要求にあたって明示する事項」に関する記述

でございますが、列挙した事項が例示であることを示しますため、「以下の事項

を」の箇所を「以下の事項『など』を」と修正させていただいております。 

 １２の「避難の指示の伝達・通知」に関する記述でございますが、市の他の

執行機関及びその他の関係機関に「避難の指示」を通知することを明らかにす

るために、その文言を追加させていただいております。 

 １３の「道路や港湾施設等の特定公共施設の利用調整」に関する記述でござ

いますが、道路や港湾施設等の利用のニーズが競合する場合、法律では、国が

利用指針を「定めることができる」と規定されていることを踏まえまして、利

用指針が必ず定められるといった誤解が生じませんように、「利用のニーズが競

合し、…利用指針を定める場合において、市長は、…意見を述べる」という記

述に修正させていただいております。 

 １４の「退避の指示」に関する記述でございますが、武力攻撃予測事態にお

いても「退避の指示」を行うことも考えられますので、「予測事態」も含めて、

「武力攻撃事態『等』において」という記述に修正させていただいております。 

 １５の「学校や病院などの施設管理者による避難誘導」に関する記述でござ

いますが、施設管理者の避難誘導の範囲を明確にする必要がございますことか

ら、「火災や地震等への対応に準じて」という文言を追加させていただいており

ます。 

 １６の「救援として実施する項目」に関する記述でございますが、⑥の「遺

体の火葬」につきまして、法律で使用されている用語ということで、「埋葬及び

火葬」という文言に修正させていただいております。 

 １７の「救援の特別基準の設定についての意見の申し出」に関する記述でご

ざいますが、市長が厚生労働大臣に対し意見を申し出る際には「知事を経由す

る」という見解が、厚生労働省から示されましたことから、「府知事を経由して」
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という記述を追加させていただいております。 

 

 次の４ページをご覧いただきたいと存じます。 

 １８・１９・２０につきましては、安否情報に関する省令が改正されたこと

により、変更があった様式番号を修正いたしますとともに、本文に載せており

ます様式を新しい内容のものに差し替えさせていただいております。 

 ２１の「自衛官が警戒区域を設定する際の要件」に関する記述でございます

が、「自衛官」が警戒区域を設定する要件の記述が、素案ではわかりにくかった

ことから、わかりやすい記述に修正させていただいております。 

 ２２では、ここに結核予防法を追加させていただいております。 

 ２３では、法令で用いられている感染症の名称に修正させていただいており

ます。 

 ２４の「赤十字標章等の交付及び管理」に関する記述でありますが、医療機

関である指定地方公共機関に対しましては、府知事が許可をすることから、そ

の部分を対象から外して、「区域内で医療を行う医療機関又は医療関係者（指定

公共機関・指定地方公共機関を除く。）」という記述に修正させていただいてお

ります。 

 最後に、２５では、正式な条約名称に修正させていただいております。 

 以上が、意見照会の結果などに基づきます計画素案からの主な変更点等であ

りまして、お手元の計画案は、これらの修正を加えたものとなっております。 

 「大阪市国民保護計画（案）」についてのご説明は以上でございます。どうぞ、

よろしくお願い申し上げます。 

      

（議長：井越助役） 

 ただ今の事務局からの「大阪市国民保護計画（案）」の説明に対し、何かご質

問、ご意見等ございましたら、ご発言をお願いいたします。 

 よろしいでしょうか。  

それでは続きまして、議題（２）の「大阪市の国民の保護に関する計画につ

いて（答申）」でございますが、お手元の資料７及び資料８をご覧いただきたい

と思います。 
本協議会は、資料８のとおり、昨年５月 17 日に大阪市長より「大阪市の国民

の保護に関する計画について」の諮問を受け、これまで計画について検討をす

すめて参りましたが、資料７のように、本日ご審議いただきました「大阪市国

民保護計画（案）」をもって、大阪市の国民の保護に関する計画として適当と認

めるものと答申させていただきたいと存じますが、よろしいでしょうか。 

(「異議なし」の声) 
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はいありがとうございます。  

皆様のご承認をいただきましたので、資料７により、大阪市の国民の保護に

関する計画について答申をさせていただきます。 

 ありがとうございました。それでは、議題（３）の「その他」についてです

が、事務局より説明をお願いいたします。 

 

（事務局：内藤住民保護企画担当課長） 

 それでは、「その他」といたしまして、「大阪市国民保護計画リーフレット（原

案）」についてご説明申し上げます。 

 本計画案の「第３編 平素からの備え」におきましては、「市は、国や府など

の関係機関と連携しつつ、市民に対し、広報紙、テレビ、ラジオ、パンフレッ

ト、インターネット等さまざまな媒体を活用するとともに、さまざまな機会を

通じて保護措置の重要性などについて広報・啓発を行う」と記述いたしまして、

「広報・啓発」の実施について定めております。 

 本市といたしましては、市の計画が策定されました後、計画の内容などをわ

かりやすく説明するリーフレット等を作成いたしまして、市民への啓発に活用

してまいりたいと考えております。 

 リーフレットの内容は、できる限りこれまでの協議会や企画部会でのご議論

などを踏まえたものとしてまいりたいと考えておりまして、本日は、リーフレ

ットの原案と申しても、まだイラストなども入っていない「たたき台」のよう

なもので申し訳ございませんが、本市が考えております市民啓発用のリーフレ

ットのイメージについてご説明申し上げたいと存じます。 

 

 お手元の「資料９ 大阪市国民保護計画リーフレット（原案）」をご覧いただ

きたいと存じます。 

 まず、表紙でございますが、タイトルといたしましては、「武力攻撃やテロな

どから市民のみなさんを守るために―大阪市国民保護計画のあらまし―」とさ

せていただいております。 

 これは、「国民保護計画のあらまし」という言葉だけでは、市民の方にはわか

りにくいのではということも考えて、どういう事態を対象としたものであるか

ということで、「武力攻撃やテロなど」とお示しした上で、協議会等で「国民・

住民・市民」という言葉の使い分けにつきまして議論があったことを踏まえま

して、「国籍を問わず『市民』を保護する計画である」ということを明確にお示

ししますために、「市民のみなさんを守るために」と大きく記載させていただい

ております。 
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 次に、資料をまず 1 回お開きいただきと存じます。見開きの部分でございま

す。ここでは、「はじめに －国民保護計画とは－」という見出しをつけており

まして、まず、この計画がどのようなものであるかということにつきまして、

ここでざっと一通りご説明できるようにさせていただいております。 

 まず、見出しの下の枠囲みには、武力攻撃やテロなどはあってはならないこ

とだが、万が一の場合に備えて、国民保護法に基づいて、市民の生命、身体、

財産を保護するためにこの計画を策定したという、計画策定の趣旨・目的につ

いて記載させていただいております。 

 また、右のページの中ほどをご覧いただきたいと存じますが、ブルーの部分

でございますが、「どういう事態が対象となるのですか？」ということで、武力

攻撃事態の類型と緊急対処事態の事態例をお示ししたうえで、左側に「特に留

意する事態」といたしまして、大阪の地域特性を考え、「特に、ゲリラ・特殊部

隊による攻撃や緊急対処事態に留意する」ことを記載させていただいておりま

す。 

 また、左のページの中ほどから右のページにかけまして、「武力攻撃やテロな

どが起こったら、市ではどんなことをするのですか？」としまして、国・府と

ともに市の対策本部を設置しまして、「避難」「救援」「災害対処」といった保護

措置等を実施することを記載いたしまして、その下には、テロなどの都市型の

事態に特に留意すべきという議論を踏まえまして、「突発的に、原因不明の事案

が発生した場合でも」、迅速に事態に対処することを記載させていただいており

ます。 

 また、その左側には、「どんな人たちが、保護されるのですか？」といたしま

して、市内に居住している人だけではなく、市内に滞在している人や、市内に

避難してきた人のすべてを、国籍を問わず、保護することについて記載させて

いただいております。 

 

 その下の黄色い部分でございますが、この計画の特徴を記載させていただい

ております。これは、企画部会でのご議論を踏まえまして、昨年 9 月の第２回

協議会で、林部会長からご報告いただいた「計画素案の策定方針」の３つの項

目でございます。 

 まず、１つ目としましては、本計画に、想定されるさまざまな事態に応じた

具体的な対応について定めるのではなく、計画には、保護措置等の実施に関す

る「基本的な枠組み」を定めることといたしまして、事態に応じた具体的な対

応につきましては、別に作成します「実施マニュアル」に定めること。 

 ２つ目としましては、本市が大都市であるという特性に留意しまして、特に

想定されますテロなどの事態を踏まえ、初動体制の迅速な確立と、被災現地で
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の円滑な活動を重視していること。 

 ３つ目といたしましては、関係機関や市民との連携・協働を重視しまして、

「自助」「共助」「公助」という３つの力を連携させて、地域における対応力の

強化を図ることとしていること。 

 これらを、この計画の特徴として掲げさせていただいております。 

 さらに、右のページの上段のところでございますが、「基本方針」といたしま

して、保護措置等の実施にあたって留意する「基本的人権の尊重」などの９つ

の項目を掲げております。 

 また、右のページの下段の「計画の構成」、黄色のところでございますが、こ

こでは計画に定められている項目とその編成が一目でわかるようにさせていた

だいております。それによりまして、例えば、本計画におきましては、「平素か

らの備え」より前に「武力攻撃事態等への対処」の「編」が置かれていること

や、「緊急対処事態への対処」の項目が、「武力攻撃事態等への対処」より前の、

第 1編に置かれていること等、本計画の基本的な考え方がご説明できるように

させていただいております。 

 

 それでは、リーフレットをさらにお開きいただきたいと存じます。 

 ４つのページでは、ただ今ご説明させていただきました「総論」に対する「各

論」といたしまして、市が実施する保護措置等、すなわち、「避難」「救援」「災

害対処」の仕組みや内容、また、留意事項などについて記載させていただいて

おります。 

 一番左のページから順に、「避難」のうちの「警報」、その右のページが、同

じく「避難」のうちの「避難の指示」、その右のページが「救援」、そして一番

右のページが「災害対処」という構成としております。 

 作成に当たりましては全体として配慮いたしましたこととしましては、まず、

この計画が、市民の局地的な緊急事態に対する即応体制をつくることを目指し

た計画であって、国の安全保障の問題までも含めた計画のような誤解を与えな

いようにすること。また、市民の危機感を煽ることなく、不測の事態が発生し

た場合に、市民が落ち着いて対応できるようにすることを目指したイメージに

なるようにすること。さらに、事態について限定はしていないものの、大都市

としての特性に留意して、避難に関して、大規模で長距離・長期間のものとい

う固定したイメージを与えないようにすること。 

こういったことなどに配慮して作成いたしております。 

 各ページについて簡単にご説明させていただきますと、まず、一番左のペー

ジでございますが、「－警報が発令されたら－」ということで、上から、「警報

のながれ」といたしまして、同報無線などのほか、地域振興会などの団体を通
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じまして、また、テレビ・ラジオなどさまざまな方法を用いて伝達すること。

また、その際、高齢者、障害者、外国人など、情報の伝達に留意すべき方々に

配慮することにつきまして。 

 中段の左側でございますが、警報で伝達する内容と、それを「できるだけわ

かりやすい言葉を使って」伝達することにつきまして。 

 その右側には、事態によって「サイレン」が鳴らされることと、そのサイレ

ン音を聴くことができるサイトの紹介を記載させていただいております。 

 さらにその下には、警報が発令された場合、市民の方にとっていただきたい

行動について記載させていただいております。 

 その右の「－避難の指示が出されたら－」のページでございますが、「避難の

しくみ」といたしまして、「避難の指示」が出された場合、市民は、市や関係機

関の誘導に従いまして、避難所などに避難すること。また避難誘導にあたりま

しては、高齢者、障害者など自ら避難することが困難な方に配慮することにつ

いて記載させていただいております。 

 中段には、保護措置を行う人や車両などを識別するための国際的な「特殊標

章」について。 

 下段には、突発的な事態が起こった場合、市民にとっていただきたい対応の

例について記載させていただいております。 

 その右の「救援」のページでございますが、ここでは、「救援の実施」と「安

否情報の収集・提供」について記載させていただいております。 

 まず、「救援の実施」については、救援のうち主なものといたしまして、避難

所の開設、食料や医療の提供などを実施すること。その下に、避難所におきま

して、市民のご協力をいただきながら、高齢者などの援護を要する方々に配慮

した救援に努めること等について記載させていただいております。 

 また、その下の「安否情報の収集・提供」では、市が安否情報を収集し、窓

口を設置しまして、市民からの照会に回答すること。その際、プライバシーの

尊重と個人情報の保護に十分配慮することについて記載させていただいており

ます。 

 最後に、一番右の「災害対処」のページでは、災害対処活動の例といたしま

して、「消火・救助・救急活動」など４つの活動についてご紹介いたしますとと

もに、国民保護に特有の事例といたしまして、「ＮＢＣ攻撃による災害への対処」

についての紹介。 

 また、その下には、適時に、正確な情報を公表すること等により、市民の安

全の確保などを図ることについて記載させていただいております。 

 その下の枠囲みでございますが、これは、「災害対処」に限ったものではござ

いませんで、市民の「自助」「共助」をお願いするところを明確にいたしますた
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めに、ご協力をお願いすることがある事項について列挙し、その下に、協力は

強制されるものではないこと、また、協力をお願いする場合には安全の確保に

配慮すること等について記載させていただいております。 

 

 以上が、本市の国民保護計画のリーフレットの原案の概要でございます。 

 作成に当たりましては、市民啓発用ということで、計画のポイントなどをで

きるだけわかりやすくご説明するように心がけたことや、スペースの関係など

もありまして、計画の内容をかなり簡略化させていただいておりますが、その

中で、これまでの協議会や企画部会での議論などをできる限り反映させたいと

考えて作成させていただいたものでございます。 

 計画策定後は、本計画について、広く、また、誤解ないように市民の皆様に

知っていただけますよう、国民保護に限らず、防災や危機管理に関するものも

含めまして、研修会や説明会、あるいは催し等、市民に説明できるさまざまな

機会をとらえまして、このリーフレットを活用して、市民啓発に努めてまいり

たいと考えております。 

 「大阪市国民保護計画リーフレット（原案）」についてのご説明は以上でござ

います。どうぞ、よろしくお願い申し上げます。 

 

（議長：井越助役） 

 ただ今の事務局からの説明に対し、何かご質問、ご意見等ございましたら、   

ご発言をお願いいたします。 

 

（灘本委員代理 豊岡氏） 

このリーフレットにつきまして、一般的に啓発を図るということでこういう

パンフレットを作ることについては非常に意義があるかなあということでいい

と思います。ただ、これまでこの国民保護計画のことにつきまして企画部会で

も検討してまいりました。それからパブリック・コメントでも意見が寄せられ

ておりますが、その中で実際にこういう基本的な枠組みを越えてもう少し聞き

たいという声が企画部会の中でも上がってまいりましたし、パブリック・コメ

ントのほうでも寄せられております。それにつきましては、「別紙マニュアルが

あります」ということでお答えを頂戴しておりますし、いろんなパターンがあ

りますよというお答えを頂戴したりしております。 

この国民保護計画を聞いたときに、一般的な枠組みを聞いてそれでよしとす

る人もおれば、それ以上に聞きたいという方もおられると思うのです。これに

つきましては一般的な啓発のパンフレットですので、その分は目的を達成して

いるのですが、これをご覧になって、「何だ、これだけか」と思うような方も出
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てくる可能性がございます。そのためにこの見開きのページのところで「別に

作成する実施マニュアルに定めます」という項目が入っているのですが。 

ここからは意見ですが、この点について、「実施マニュアルが別にありますよ」

ということがもう少しわかるように工夫をしていただいたほうがいいのではな

いかというふうに思います。意見はこの一点だけでございます。 

 

（議長：井越助役） 

ありがとうございました。事務局、何かありますか。 

 

（事務局：内藤住民保護企画担当課長） 

 マニュアルにつきましては今後作成するということで、ここにはあまり具体

的に書かせていただいておらないのですけれど‥‥。 

 

（灘本委員代理 豊岡氏） 

大幅に変える必要も何もないと思うのですが、「実施マニュアルが別にありま

すよ」ということが目立つような工夫をちょっとしてもらったらどうかと、こ

ういうことだけでございます。 

 

（事務局：千福危機管理室長） 

部長がおっしゃっていただいたようにいくらか工夫をしてまいりたいと思い

ます。よろしくお願いします。ありがとうございました。 

 

（議長：井越助役） 

 その他に何か。 

 

（林委員） 

実は別の市でも似たような質問がございまして、２日ほど前に随分議論をし

ているので、何人かの方は聞いていただいているのかもしれませんが首尾一貫

するために申し上げたいのですが、実施マニュアルというのをそんなに進んで

公開する必要はないと思うのです。 

今、ご議論をいただいたことで文言を修正すれば計画はオープンになるわけ

ですから、大阪市のホームページ等で、より詳細については計画を見ていただ

くことで、むしろ文言を改めておいたほうがいいのではないか。私のほうがセ

ンシティブなことを言っているのかもしれませんが、この事態というのは基本

的には悪意をもったグループが存在していることを前提にしていろいろな計画

を整備していることになります。そうするとわざわざこちらが進んで手の内を
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出すようなことは必要ないのではないかというのが基本的な考え方です。 

それはどのくらいのものだという議論をずいぶん行ったのですが、たいした

ものではないかもしれません。しかしこちらが自分の手をそういう形で縛るこ

とはないのではないか。そういう意味ではこのリーフレットの中に実施マニュ

アルというようなことを書く必要はないのではないか。むしろこれに近いとこ

ろのことで言えば、先ほどの「避難実施要領」みたいなことは、またこれとは

パンフレットを改めたような形で災害避難に当たっての、いろんなご注意いた

だきたいようなポイントについて啓発用のものをお作りすることもできるかと

思います。 

ここの実施マニュアルをどういうふうに理解するかですけれども、本当に各

機関での連携の実を上げてという意味から言えば、あまり積極的に公開・開示

ということはしないでいいだろうというふうに思っている次第です。以上です。 

 

（議長：井越助役） 

 その他にございませんでしょうか。今のお二人のご意見については、後ほど

事務局のほうで。 

李委員、どうぞ。 

 

（李委員） 

印象なのですが、非常に大枠な情報と啓発的な情報と、そして非常に具体的

な「火災が発生したら直接煙を吸わないように」などと、情報があまりにも大

枠なものと詳細なものが混在しているので、その辺、どのような趣旨でこのよ

うなリーフレットを作るのかということをもう少し明確にしたほうがいいので

はないかと思いました。 

実際に市民が国からの情報を的確にまた正確に迅速に得るということも必要

なのですけれども、国もそれぞれのところでどういうことが起こっているのか

ということを迅速に把握しなくてはいけませんね。そういうときに、今やはり

日本では非常に有効な手段が携帯電話のメールです。データ量が非常に小さく

てすみますし、実際にそういうのを使って市民が国に正確な情報を提供できる

ような、そういう訓練というか、そういうものが実際に次の段階でできればい

いなあと思いました。 

この印象は２つとも大枠なものと詳細なものが混在しているのでちょっとポ

イントがぼやけているという印象を受けました。以上です。 

 

（議長：井越助役） 

 ありがとうございました。事務局何かありましたら。 
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（事務局：内藤住民保護企画担当課長） 

ただ今のご意見ですが、確かにおっしゃっていただきましたように、最初の

見開きのところは制度の概要がざっと一目で見られるというようなものと、中

を開いていただきますと、先ほどご指摘いただきましたように、事態が起こっ

たときに留意していただきたいこと、心構えみたいなことまで、そういう意味

ではかなり落差があるようなものになっておりますが、市としましては国民保

護計画、国民保護法について理解していただくところと併せまして、そういっ

た事態が起こったときに、不測の事態に慌てずに対応できるようにと、ちょっ

と欲ばったところまで狙ったためにそういうことになったと思います。 

先ほど林委員からもご指摘がありましたように、詳しい内容につきましては、

やはり計画の本体を見ていただきますとか、また計画の概要版も作ってまいり

ますので、そういうのをご覧いただけるようにと考えて、いろんな段階という

か、レベルのものがありますので、これは非常に初歩的な、と言いますか、基

本的な部分です。もうちょっと詳しいものを見ようと思いましたら概要版を見

ていただく、さらに詳しいものは計画の本体を見ていただく、そういうふうに

使い分けていただけたらと考えております。 

 

（議長：井越助役） 

 はい、そのほか。それではよろしいでしょうか。 

 最後に、今後の計画策定までのスケジュールにつきまして、事務局よりご説

明を願いたいと思います。 

 

（事務局：内藤住民保護企画担当課長） 

それでは、今後の計画策定までのスケジュールにつきまして、ご説明申し上

げます。お手元の「資料 10 計画策定スケジュール（案）」をご覧いただきた

いと存じます。 

本協議会からの答申を踏まえまして大阪市の国民保護計画（案）を作成いた

しまして、大阪府と協議を行い、協議の完了をもちまして計画の策定としてま

いりたいと考えております。なお、その後、大阪市会に報告してまいりたいと

考えております。以上でございます。 

 

（議長：井越助役） 

 ただ今の事務局の説明に対し、何かご質問、ご意見等がございましたら、ご

発言をどうぞお願いいたします。 
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それでは、よろしいでしょうか。これをもちまして、本日の議題はすべて終

了いたしました。 

昨年 5月の第 1回協議会以来、皆様の熱心なご審議のおかげをもちまして、

本日無事に、計画について答申する運びとなりました。ここで改めて委員の皆

様のご尽力に対しまして厚くお礼申し上げます。 

また、皆様のご協力によりまして、本日の協議会を円滑に終了させていただ

くことができましたことを厚くお礼申し上げます。 

 それでは、事務局にお返しいたします。 

 

（事務局：千福危機管理室長） 

 はい、ありがとうございました。 

 それでは、会議の終わりにあたりまして、井越代理には二役ということにな

りますが、答申を起用するという大阪市を代表する形で、井越大阪市助役から、

お礼のお言葉を賜わればと思います。よろしくお願い申し上げます。 

 

（井越助役） 

本日、大阪市の国民の保護に関する計画について答申をいただける運びとな

りました。昨年５月の大阪市国民保護協議会の設置以来、皆様方には多大なご

尽力を賜わり厚く御礼を申し上げます。 

とりわけ林部会長をはじめ企画部会の委員の皆様には計画（素案）、計画（案）

のとりまとめに熱心なご議論をいただき、ここに改めて深く感謝申し上げる次

第でございます。ありがとうございました。 

大阪市では今後、本協議会の答申に基づき、大阪府との正式協議を経て本年

度中に大阪市の国民保護計画を策定してまいります。言うまでもなく、計画の

完成をもって国民保護の取組みが終わるものでもなく、万が一の場合に市民の

生命と財産を守るため、今後この計画に基づき国民保護に関する取組みを積極

的に推進してまいります。皆様方には引き続きお力添えを賜わりますようお願

い申し上げまして、閉会にあたってのご挨拶といたします。 

どうもありがとうございました。 

 

（事務局：千福危機管理室長） 

 ありがとうございました。以上をもちまして、「大阪市国民保護協議会」を閉

会とさせていただきたいと思います。 

 本日は、どうもありがとうございました。 

 


